神戸市市民花壇実施要領
（目的）

第１条　この要領は、神戸市市民花壇実施要綱（以下「要綱」という。）に基づき、市民花壇事業を実施するために必要な事項を定めるものとする。
（設置申請）

第２条　市民花壇の承認を受けようとする団体は、「市民花壇設置申請書」（様式第１号）に必要事項を記入のうえ、所管する区の区長（以下｢区長｣という。）に提出するものとする。

２　区長は「市民花壇設置申請書」を受理したときは、添付書類等確認し、建設局長へ申請書類一式を回送するものとする。

（設置承認）

第３条　建設局長は前条の設置申請を受けつけた場合には、速やかに要綱第３条に規定する承認基準に適合しているか審査を行い、その結果適当と認められる場合は「市民花壇設置承認書」（様式第２号）により申請者に通知し、その写しを区長に送付するものとする。
（補助金の交付申請）

第4条 市民花壇の承認を受けた団体（以下「市民花壇管理者」という。）で、市民花壇育成補助金（以下｢補助金｣という。）の交付を申請しようとする者は、「市民花壇育成補助金交付申請書」（様式第３号）を、速やかに区長に提出するものとする。
　（補助金の交付決定）

第５条　区長は、前条の申請に基づきその内容を審査して補助金の交付を決定し、その結果を「市民花壇育成補助金交付決定通知書」（様式第４号）により申請者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第６条　前条の通知を受けた市民花壇管理者は、「市民花壇育成補助金請求書」（様式第５号）を区長に提出するものとする。

２　前項の請求があったときは、区長は速やかに請求者に対し、補助金を交付するものとする。

　（更新）

第７条　前年度に引き続き花壇を育成管理し、補助金の交付を申請しようとする市民花壇管理者は、「市民花壇育成補助金交付申請書」（様式第３号）を、年度当初に区長に提出するものとする。

（活動実績報告）

第８条　市民花壇管理者は、事業終了後速やかに、次の各号に定める書類により補助金交付年度の補助金の執行状況等を区長に提出するものとする。
⑴　市民花壇育成補助金支出明細書（様式第６号）

⑵　その他、市長が必要と認めるもの

　
（市民花壇の内容変更）

第９条　市民花壇管理者は、市民花壇の設置場所、面積等を変更する場合は、「市民花壇変更申請書」（様式第７号）を区長に提出するものとする。
２　区長は「市民花壇変更申請書」を受理したときは、添付書類等確認後、すみやかに建設局長へ申請書類一式を回送するものとする。

３　建設局長は変更申請を受けつけた場合には、速やかに要綱第３条に規定する承認基準に適合しているか審査したうえで、適当と判断される場合には、その結果を「市民花壇変更承認書」（様式第８号）により申請者に通知し、その写しを区長に送付するものとする。

（代表者・花壇名ほか変更）

第１０条　市民花壇管理者の代表者、花壇名及び団体名等に変更のあるときは、速やかに「市民花壇代表者（花壇名・団体名・その他）変更届」（様式第９号）を区長に提出するものとする。
２　区長は「市民花壇代表者（花壇名・団体名・その他）変更届」を受理したときは、速やかに建設局長へ送付するものとする。

３　ただし、市民花壇管理者の団体の変更（同一花壇を全く異なる団体へ変更する場合）を行うときは、原則として、現に承認されている市民花壇を廃止し、改めて市民花壇の設置申請を行うものとする。
　
（市民花壇の廃止等）

第１１条　市民花壇管理者は、市民花壇を廃止する場合は、「市民花壇廃止届」（様式第１０号）を区長に提出するものとする。
２　区長は「市民花壇廃止届」を受理したときは、速やかに建設局長へ回送するものとする。
３　廃止にあたっては、原則として市民花壇管理者が原状復旧を行うものとする。

４　市民花壇管理者は、市民花壇活動を一定期間（最長2年間）休止する場合は、「市民花壇活動休止届」（様式第１１号）を区長に提出するものとし、その間の育成補助金の交付と花苗の配布は停止するものとする。
５　市民花壇管理者は、市民花壇活動を再開する場合は、「市民花壇活動再開届」（様式第１２号）を区長に提出するものとする。
６　区長は「市民花壇活動休止届」及び「市民花壇活動再開届」を受理したときは、速やかに建設局長へ回送するものとする。

（補助金の返還）

第１２条　前条に基づき市民花壇を廃止する場合で、補助金に残金があるときは、区長は期限を定めて助成金の返還を命ずることができる。
２　前条に基づき年度途中で市民花壇活動を休止する場合で、補助金に残金があるときは、区長は期限を定めて助成金の返還を命ずることができる。

　（標準処理期間）

第１３条　市民花壇の設置承認は、申請書の受理から３０日以内とする。

　

　（施行細目）
第１４条　この要領の施行に関し、必要な事項は、別に建設局長が定めるものとする。
附　則

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。
この要領は、令和３年４月１日から施行する。

経過措置
令和3年度においては、従来の様式（押印仕様）を使用しての申請等手続について、押印の有無にかかわらず、必要事項の記載があれば有効とするものとする。
